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小 規 模 自治 体 の 都 市 計 画 マス ター プ ラ ンの必 要 性 に 対 す る認 識 に 関 す る基礎 的 調査
一九州地域 内の未策定 自治体 を対象 と して 一
A Study on the Attitude of the Small Municipalities toward the Necessity of City Master Plan
-Based ona Questionnaire survey inKyushu Region一
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TetsunobuYOSHTAKE,ShotaITAYA,ChikashiDEGUCHI,FUmioKAJIWARA,KenichiTERAMACHI
This paper analyzes the attitudes of the municipalities toward the city master plan. Itfirstly overlooks the relation 
 between the institution f the city master plan and the population, the scale of the city planning area, etc., inKyushu 
region. Then, it conducted a questionnaire survey over the municipalities without the plans, to analyze their attitudes 
toward the plan. The major findings are, for the small municipalities, 1) the priority and necessity of the city master 
plan is not high and such municipalities do not have obstacles to conduct ity planning project, 2)the revision of the 
city planning projects and the municipal mergers may become the important opportunity of the plan institution, 3) the 
role of the city master plan should be reconsidered for such municipalities. 
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(2)都市MP策定状況 と都市計画区域人 口 ・面積の関係
都市MPの重要性は,自治体全域での都市計画の重要度に
左右 されることも考えられる.そ こで,そ の重要度 と関係
が深いと考えられる都市計画区域の大きさ(人口,面積)に
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表一2都市MP未策定と回答した自治体
福岡県 久 留米 市(b,a,a)大川 市(a)*嘉 麻 市(a,a)*久 山 町(b)*添 田 町(a)*
佐賀県 鳥栖市(d)伊 万里市(a)武 雄市(a)有 田町(a)*
長崎県 西海 市(a,a)*南 島 原 市(a,a,a)
熊本県 嘉島町(d)*
大分県 国東市(a)*
宮崎県 日南市(a,a)串間市(a)*え びの市(a)*高原町(a)*門 川町(d)*
鹿児島県 枕崎 市(a)*垂 水 市(a)*曽 於 市(c,a,a)*南さつま市(a,a)*志布 志市(c,a)*


























































































































































































































































































































































































嘉島町 ○ ○ ○ 一 1 1,2.3 X × b 0～1 広 線
高原町 ○ ○ × ○ 0 1.3 × × C 1～2 単 非
国東市 ○ ○ × × 2 1.3 X × d 3～4 単 非




























































有田町 ○ 0 × X 0 3.4 ○ × 一 2～3 単 非
串間市 ○ o × 一 0 2.3 ○ × 一 2～3 単 非
西海市 0 × × × 2 1,2.3 ○ × 一 3～4 単,単 非,非
添田町 × × × × 0 2 × × 一 1～2 単 非
龍郷町 × × 一 × 0 2.3 × × 一 0～1 広 非





※6)広:広域都市計画区域 単:単独都市計画区域 ※7)線:線引き 非:非線引き
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相関比io・819 判別的中率 1000% 8
体において,自治体行政における都市計画のウェイ トが相
禰 に低下し,さらに都融 は都市計醇 業の必須難 で
はないことから,その役割が低下している可能性があり,
これが1)の状況を生み出していると考えられる.また,a)
～d)のもとでは 「(都市の)将来像の確定」が難しくなり,総
合計画や区域MP以上の具体的な内容を記述することも困
難となっていることが,1),2),4)につながっていると考えら
れる.このような中でも3)の合併や都市計画の見直しの実
務の必要により,ようやく都市MPの存在意義が(行政内で)
認められているということであろう.
すなわち,未だ多くはないものの地方小規模都市では近
年の状況変化に対して,都市MPひいては都市計画のシステ
ムが対応しにくい状況が生まれていると言える.これら自
治体で地域が抱える課題に対応するためには,都市MPや都
市計画の位置づけ,必要性を問い直し,修正 ・再構築する
ことが必要であろう.都市計画運用指針2)で都市MPの策定,
都市MPで定める内容が市町村に委ねられた形となってい
るのは,このことと関連づけることもできる.
なお,本研究では地方小規模都市での都市MP・都市計画
システムの現状が抱える課題を指摘できたことは一定の成
果であるが,サンプル数の少なさ等,研究の精緻性にっい
ては課題が残る.研究の精緻化と共に,都市MP・都市計画
の必要性の問い直し,修正 ・再構築の方向性については,
爾後の検討課題としたい.
(2014年12月26日 受付)
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